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学歴シグナルの精度が昇進制度に与える影響
-教育制度と昇進速度の関係-

山　　内 勇

1　はじめに

伝統的に,日本は米国と比べて昇進の時期が遅いと言われてきた.すなわち,

日本では,同期入社の労働者問では比較的長期に渡って昇進に大きな格差は生じ

ないのに対し,米国では格差が生じる時期が早いと言われてきた.このことは,

日本労働研究機構(1997, 1998)の聞き取り調査やアンケート調査からも確認で

きる.例えば日本労働研究機構(1998)によれば, 「同一年次の社員の間で初め

て昇進に差が生じる時期」は日本においてはぼ入社7-8年目であるが,米国で

はほぼ入社3年をすぎたあたりという結果が示されている.また, 「同一年次の

社員のなかでそれ以上昇進の見込みがなくなる人が5割に達する時期」は日本で

はほぼ入社20年前後であるが,アメリカでは入社9年前後である.これらの結果

は日本の遅い選抜を示唆している.この特徴は,小池(1999)によっても確認で

きる.

本稿では,こうした昇進速度の違いがどのようにして生じ,また,どのような

性質を持っのかを,学歴など労働者の能力を反映するシグナルの正確さに着Elし

て分析することを目的としている.

早い選抜(以後"Early Selection"と呼ぶ)と遅い選抜(以後"Late Selec-

tion"と呼ぶ)にはそれぞれ様々な長所,短所が考えられる.例えば,小池

(1999)によれば,遅い選抜方式の下では,長期間に渡って労働者に対して技能

習得の動機付けを維持することができ,また,評価の対象期間が長期に渡るため,

より適正に労働者の能力を評価することができる.その一方で,管理者としての
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能力を育成する期間が短くなることや,昇進競争により従業員間の協調行動を阻

害するといったデメリットも存在する.

こうした側面からの分析は他の研究に譲るとして(例えば昇進と技能習得との

関係についてはPrendergast (1993), Ariga et al. (1997), Sinclair-Desgagne

and Cadot (2000)などがあり,昇進と労働者の協調行動に関するものとしては

Drago and Turnbull (1991), Itoh (1994), Auriol et al. (2002)などが挙げら

れる),ここでは主に次のようなトレード・オフに焦点を当てる.すなわち, Ear-

ly Selectionにおいては,早い段階で有能な労働者をより高い生産性の仕事に就

けることで,効率的な人材配置が行える(matching効率が高まる)という長所

がある反面,昇進の動機付けとしての機能を早い段階でなくしてしまうという短

所を持っ.逆に, Late Selectionにおいては,長期に渡って労働者を競争させ

ることで,多くの労働者に対して努力のインセンティブを持続させることができ

るという長所があるが,その一方で,適性の高い労働者を長い間下位の職で働か

せることになるという短所がある.

また,昇進(職務割り当て)には,労働者の能力に関する情報を外部企業(第

三者)に提供するという機能がある.つまり,外部企業は,労働者の割り当てら

れている職務(ポスト)を知ることで,その労働者の能力をある程度推測するこ

とができるようになるということである.したがって, Late Selectionにおい

ては能力の高い労働者を長期間昇進させず,この私的情報を外部企業に隠してお

くことで,長期に渡って低い賃金を支払うことが可能になる.それに対し, Ear-

ly Selectionでは,早い段階で労働者の能力に関する情報を公表することになり,

雇用者の情報優位性を減少させることになる.

昇進によるインセンティブを扱った論文は非常に多く存在するが,その古典的

論文としてLazear and Rosen (1981)やGreen and Stokey (1983)のトーナ

メント・モデルがある.彼らは,雇用者にとっては,労働者の努力水準が完全に

は分からないという情報の非対称性下における,相対評価による動機付けを扱っ

ている.また, Malcomson (1984)は, LazearandRosen (1981)の議論を2

期間からなるプリンシパル・エージェントモデルとして発展させた.本稿で展開
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されるモデルの枠組みは,昇進確率の定式化や,労働者の期待効用最大化問題を

所与として企業が利潤最大化を行うという点では, Malcomson (1984)のヒエ

ラルキー・モデルの枠組みに近い.

昇進の情報提供機能を明示的に扱ったモデルは, Waldman (1984)に始まる.

そこでは,職の割り当てが他企業に私的情報を伝達することになってしまうため,

この情報を隠そうと,企業が非効率な人材配置を行う可能性を論じている. Ber-

nhardt (1995)やCarrillo (2003)においても,職務割り当ての意思決定に際し

て,その観察可能性が重要な役割を果たす.本稿で展開されるモデルにおいても,

この職務の観察可能性が選抜を遅くする合理性の根拠となる.しかし,これらの

先行研究では昇進速度(時期)の違いは扱われていない.

驚くことに,各国における昇進速度の違いを,明示的に理論モデルを用いて分

析した論文はあまり多くない.ただし,その中でも最近のものとしてIshida

(2004)がある.彼は,シグナリングと昇進速度との関係に着目して,日米の昇

進制度の違いを説明している.そこでは,労働者が自分の能力に関するシグナル

を発信できる場合には,能力の高い労働者ほど,昇進を早めるためにシグナルを

発信しようとするのに対し,能力の低い労働者はシグナルを発信しようとしない

という分離均衡が生じる.この場合,各労働者の行動の違いから,他企業にもそ

の能力が分かるため,企業は労働者の能力を隠しておけず,選抜は早くなる.一

方,労働者が適切にシグナルを発信できない場合には,他企業にはその能力が分

からないため,企業は選抜を遅くすることができる.ここで,前者は米国の昇進

制度を,後者は日本の昇進制度を表している.

Ishida (2004)においては,シグナルを適切に発信できるかどうかという環境

の違いが,各国の昇進制度の違いをもたらしていると考えられている.本稿では

これとは異なり,労働者の能力を反映するシグナルの正確さがその違いをもたら

していると考える.すなわち,同じ大卒(有名大卒)というシグナルを受け取っ

ても,その労働者の質のばらつきは国の教育制度などによって大きく異なること

が予想される.こうした状況においては,シグナルが正しく労働者の能力を反映

している国ほど,効率的な人材配置を行いやすくなるため,早い選抜を行った方
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が望ましくなるが,逆に,シグナルの分散が大きい国ほど,人材配置の際にミス

マッチが起こりやすくなるため,選抜を遅くして労働者の努力水準を引き出すこ

とに重点を置いた方が望ましくなるという関係が生じる.

本稿の構成は次の通りである.次節ではモデルの枠組みを提示する.・そして続

く第3節で均衡を導出する.そこでは, EarlySelection型の昇進制度とLateSe-

lection型の昇進制度のそれぞれが選択される条件が導かれる.その後,第4節

において,各昇進制度がどのような性質を有するかを議論し,第5節において結

論を述べる.

2　モデル

ここでは2期間の経済を考え,簡単化のため割引率は0とする.この経済は総

数を1とする連続的な労働者と2つの企業から構成される.また,各経済主体は

危険中立的である.労働者の能力(適性あるいはmanagerとしての能力)は,

労働者には分かっているが,入社の時点では企業には分からない.後の議論を単

純にするため,能力(a)は高い　Wh)か低い(Oi)かの2種類とする.ここで,

プレーヤーとしての企業は2企業であるが, Ishida (2004)にならって,ある労

働者について,その労働者を雇用している企業を「企業」と呼び,雇用していな

い外部企業を「市場」と呼ぶことにする.

企業内には2つの職階7061とjob2があり,下位の職をj-1.上位の職をj

-2で表す.ここで,下位の職joblのアウトプットをyl,上位の職job2のア

ウトプットをy2とし,これらを次のように定式化する.

yi-d+β1ei

yi-Vi- β2e; (i-h, 」)

ただし, dは定数, eiはi(-h, 」)タイプの労働者の努力水準, Oiはiタイプの労

働者の能力を表しており, β1>β2を満たす.

式(1), (2)は,下位の職の業績は労働者の能力には依存せず,むしろ努力水準に
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大きく影響されるような単純な仕事であり,上位の職の成果は主に労働者の能力

に依存するような複雑な仕事であることを意味している1).

また,労働者の技能には企業特殊的な部分が含まれるため,他企業に移った場

合,そのアウトプットは減少する.この減少分を久で表し,それを技能の特殊

性の指標とみなす.すなわち,現在雇用されている「企業」においてγだけのア

ウトプットを生み出す労働者が,もうひとっの企業である「市場」において生み

出すことのできる期待生産物は, AEly]と表されることになる.

企業は,自社内部の昇進システムに関して,早い選抜(E)か遅い選抜(L)

かという二つの選択肢を持つ(ただし,どちらも昇進の意思決定は一回のみとす

る).ここで, E型の昇進制度(早い選抜)では,学歴,あるいは試用期間の成

果といった誤差を伴うシグナルSを基に第1期首に仕事の割り当てを行う.一方.

L型の昇進制度(遅い選抜)では,第1期のアウトプットを観察してから,第2

期首に昇進の意思決定を行う.シグナルSは労働者の能力をある程度反映してお

り,次のように表される.

S-8i+」 (3)

eは,シグナルの精度を示す指標であり,分布関数Fに従う確率変数で,その期

待値は」[e]-0とする.これは学歴情報の信頼性や試用期間における業績の観

測誤差と解釈できる.ここで, Sを試用期間の成果と解釈する場合,労働者に関

する情報を得るために企業が先に行動している点で, Carrillo (2003)と同様,

スクリーニングとしての職務割り当ての議論をしていると考えることもできる.

E型の昇進制度においては,シグナルSがある水準丘以上の労働者を上位の職

に配置し, L型の昇進制度においては,第1期のアウトプットyがある水準夕以

上の労働者を昇進させる.労働者は昇進すれば(job2に配置されれば),賃金

u)普(k-E, L)を得,昇進できなければ706 1の賃金融(k-E, L)を得る. Malcom-

son (1984)と同様,この昇進ルールに関しては各企業はコミットできるものと

する2).
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また,労働者の肩書き(どちらの職階に就いているか)は共有知識である.し

たがって,労働者を昇進させた場合,企業は市場にその労働者の能力に関する情

報を提供していることになる.

上述のような経済環境の下で,各経済主体の行動は次のようなタイミングで行

われる.

まず,第1期首に, (1)企業はE型の昇進制度を用いるかL型の昇進制度を用

いるかを決定する.また, (2)各昇進制度のもとでの昇進基準(i,メ)と各職に応

じた賃金水準wfik-E, L, ;-1, 2)を提示する(3)」型の昇進制度を選択した場

合には,この時点でシグナルを基に労働者を各職に振り分ける(シグナルの大き

い順に,丘までの労働者を上位の職に割り当てる).続いて, (4)労働者は第1期

の努力水準を決定する.その後,第1期のアウトプットが実現し,賃金が支払わ

れる.

第2期首に, (5)L型の昇進制度を選択した企業は,アウトプットの大きい順に

少までの労働者を昇進させる. (6)労働者は第2期の努力水準を決定する.最後に,

第2期のアウトプットが実現し,賃金が支払われる.

ここで,賃金は職階　{job)によって決定されるから,昇進決定後の労働者の

努力水準は0になる.また,第2期にもその後の昇進が望めないため,どちらの

昇進制度の下でも労働者の努力水準は0になる.したがって,このモデルで努力

水準が正になりうるのは, L型の昇進制度における第1期のみであることには注

意が必要である.

次節で均衡を導出する前に,次の3つの仮定をおく.

仮定1 eh>d>6i

仮定1は,能力の高い労働者は上位の職job2に就いた方が生産性が高く,舵

力の低い労働者は下位の職job lに就いた方が生産性が高いということを意味し

ている(yzWb V> -6h>yi(Oh, 0) -d, y2(6e, Q)-8e<yi(di, 0) -d).

仮定2　Pr[h]eh+Prl」]8eくd

仮定2は,何の情報も無い初期時点では,労働者は下位の職job lに就けた方

が期待生産性が高いことを意味している(PrWv2(OA)+Pr[ely2(ed<yd.
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また,タイプii-h, 」)の労働者の努力の費用関数はCiで表される凸関数で,

次の仮定3を満たす.

仮定3　CkCeXCKe)

仮定3は労働者のタイプによって努力の費用関数の形が異なり,能力の高い労

働者の方が努力の限界費用が小さいことを意味している.

以上の前提の下で次節において均衡を導出し,各昇進制度がどのようなときに

望ましく,また,どのような性質を持っているかを議論していく.

3　均衡の導出

ここでは,完全ペイジアン均衡を導出する.均衡を導出するにあたって,まず

昇進制度が選択された後の経済主体の最適反応を後ろ向きに導出し,最後にどち

らの昇進制度を用いることが有利になるかを考察する.

3.1 Early Selection

まず初めに, Early Selection型の昇進制度を用いる企業の最適行動をみてい

く_ E型の昇進制度の下では労働者の努力水準は各期とも0であるから,考慮す

べき意思決定は第1期のみである.すなわち,職階i(-i, 2)ごとの賃金オ

ファー<(;-1, 2)を求めた後,昇進基準(職の割り当ての基準)Sを求めれば,均衡

経路上のE型昇進制度における事前の期待利潤を導出することができる.

企業が労働者を留めておくためには,市場(他企業)がオファーする以上の賃

金水準を提示しなければならない.企業と市場が同額の賃金を提示している場合

には,労働者は現在働いている企業のオファーを受け入れる(タイブレイク・

ルール)とすると,企業の最適賃金オファーは,労働者が他企業で働くときの期

待生産性(外部賃金)で決まることになる.

したがって,職階1 (j- 1)を割り当てた労働者に対する企業の最適賃金オ

ファーは　y-iを割り当てられた労働者を市場がjoblの職に雇ったときの期待

生産性(ス」bi i-i])と, job2の職に雇ったときの期待生産性OE[:v2Ji-i])の

大きい方の水準で決まる.ここで, Aは技能の特殊性を表す指標で,A-0の場
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合は技能が完全に企業特殊の場合を表し,A- lの場合は技能が完全に一般的で

ある場合を表している. (職階2(j三2)を割り当てた労働者に対する賃金オ

ファーも同様に,え」[yi /-2]と, XEly2¥j-2¥の大きい方で決まる.)

このとき, E型企業のjobIの労働者に対する賃金オファーWfと, job2の労

働者に対する賃金オファーW吾はそれぞれ,次のように表されるー

wf-Amaxid, Pr[h ¥j- ^8h+Pr[」 ¥j- l]di}　　　　　(4)

WダニAmax{d, Pr[h ¥j-2']eh+Pr[& ¥j-2]Oe}　　　　　(5)

ここで,肩書きを観察した後に市場が抱く労働者のタイプに関する予想(条件

付確率)は,ベイズ・ルールにより,

Pr[h¥j-l]-Pr[h¥sく3]-

Pr[h¥j-2] -PrUi¥s>菖] -

siニV(c)de

鳥'/(e)de+鳥"f(s)de

ぷ¥ fie)de

CeJ(e)ds+ Ce, ∫(e)rfe

(6)

(7)

と計算できる.

後の議論を簡単にするため, Eは区間[蔓,ぎ]上に一様分布しているものとし,

2つの単純化を行う.

単純化1　eh-s≦6e+e

単純化1は,能力の高い労働者と低い労働者のシグナルの分布が必ず重なる部

分を持っことを表している.

単純化2　Pr[h~]9h+Pr[.11¥6i+ri-d 0?は十分小さな任意の正数)

単純化2は,仮定2を強めたもので,情報のない労働者をjob2に就けた時の

期待生産性とMlに就けた時の生産性の差があまり大きすぎないことを意味し

sura

eが一様分布であるとき, (6), (7)式は3∈I9h-e.　十E]の範囲内では,次のよ
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うに書き直すことができる(ここからは,均衡経路上の行動である3∈[oh-」, 01

+E]の範囲に限って議論を進める3)).

Pr¥_h¥j-¥¥-

Prlh i-2]-

S- (.8k-W

s-(6h-E)+s-(ee-i)

(Oh+s) -s

(Oh+s)-s+{de+s)-s

(8)

(91

以下では,本稿の目的に鑑みて,昇進(職の割り当て)が労働者の能力に関す

る私的な情報を市場に伝達してしまうケースに焦点を当てる.すなわち, Pr¥h]

>Pr[h¥j-l~¥, Pr[h¥ <Pr[h¥j-2] (Pr[」] <Pr[」】i-l], PrM >prW|?-2])の

ケースに注目する.これは,昇進できなかったという情報が,その労働者の能力

が低いという確率的信念を高める場合を,あるいは,上位の職に就いているとい

う情報が,能力が高いという確率的信念を高める場合を意味しており, Wald-

man (1984)以来考察されてきた昇進の情報提供機能を表現している.

このとき, (4), (5)式は

u)デニスd

・<;ニス
0孟+0呈+ (9h+Ot) (e-s)

9h+9e+2(e-s)

のように書き換えられる.

この職階ごとの賃金オファーを所与として,企業は2期問にわたる期待利潤を

最大にするように昇進基準(3)を決定する.第1期首の昇進基準決定時点にお

ける企業の期待利潤(Eが)は,各職に労働者を割り当てたときの期待生産物か

らその職階における賃金を差し引いたものの合計で表されるから,次式のように

表現することができる.
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EnE-2 {(Pr[h]Pr[s<s ¥h'] +Pr[」]Pr[_s<台hflXl一入)d

+Pr[h]Prls≧s ¥ h¥ {6h-wぎl) +Pr[」~¥Pr[s≧S ¥」] (oe-Wぎ))

=÷[{Pr[h] <is-eh-ど)+Pr[」] (ァー&-e)} (l-A)d
f

+pr[h¥ {6h+e-s~) (j3h-Wぎ~) +PrW (8e+E-s) (.8e-wぎ)]

52」^

ここで, (1狐においてはOh-ぎ≦菖≦9e+Eの範囲で,晋,0,1訂
立しているから,最適昇進基準は,次のように求めることができる.

-dl+古

3日或

>0が成

(13)

これは, Early Selection型の昇進制度においては,能力の低い人が上位の職

階に入ってくるのを完全に防ぐことができる水準まで昇進基準を厳しくすること

を意味しており,シグナルの不確実性の下で本当に有能な労働者のみを早い段階

で昇進させるスター・システムを表現していると解釈できる.

(13)式により,均衡経路上における賃金オファーと確率的信念はそれぞれ,

wKsつ-Å0んWE(菖・)-Ad, Pr[s>s*¥h] -去(oh-6tX Prts≧s*U] - Oと計算

できる. PrW-l-Pr[h~¥という関係に注意しつつ,これらを代入することで,

昇進制度の選択時(初期時点)における事前の期待利潤が次のように計算できる.

Eが(s*) -室生{2ed+Pr[h¥ (Oh-Oi) (8h-d)}
f

(川

(14)式は8-の減少関数になっており,シグナルの信頼性が高まると(分散が小さ

くなると),期待利潤が上昇することが分かる.この式と,後に導出されるLate

Selection型昇進制度の期待利潤を比較することで,どちらの昇進制度を採用す

るかが決定される.そこで,次にLate Selection型の昇進制度を用いる企業の

意思決定をみていくことにする.
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学歴シグナルの精度が昇進制度に与える影響 (179)

3.2　Late Selection

L型の昇進ルールの下では,企業はまず全ての労働者を下位の職に採用してお

き(仮定2),第2期首に彼らのアウトプットyi(ed(d-h, Oを観察して. yiCed

がある水準9以上であれば,その労働者を昇進させる.すなわち, L型における

昇進ルールは,

2 if yiQa)-d+Oiei≧夕-ei≧票

1 if yi(-ed-d+131ei<y -ei<誓

β1

のように表現される.

15

(15)式で表される昇進ルールの下で,まず労働者の最適努力水準を導出する.上

述のようにL型の昇進制度では,第1期には全ての労働者がノoblに就いている

ため,賃金水準も同一のwfを得ることになる.一方,第2期の賃金は職階に

ょ-て異な。・その賃金は, ei≧票であればWをe,<碧であれば紺はな
る.

したが-て, i9イブ労働者は努力水準の決定にあた-て・結局cj-票か
e,-0のどちらかを選択することになる.すなわち,次の4つのケースを考えれ

ばよい(i)eA-ej!-旦二旦のケース(h,.どちらのタイプも努力する場合),

1:二旦

β1
(ii)eサ-エ三-　ee-0のケース(hタイプのみが努力する場合), (ffi)e*-O, ei

少Id
- y wのケース(ゼタイプのみが努力する場合), (iv)ek-ei-0 (どちらの夕

β1
イプも努力しない場合).

(i)eh-ee-票のケースでは,あとlどちらのタイプも昇進するから,市

場は労働者のタイプを識別できない.このとき　Pr[h¥j-2]-Pr[hl Pr[」¥j-

2]-Prif¥が成立し,情報が無いときと同じ状態であることが分かる.このとき

の賃金オファー(市場における期待生産物)は,仮定2より,
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Wを-Amaxid, Pr[h ¥j-2]9h+Pr[」 ¥j-2]Oe}

-Amaxid, Prlh}8h+PrW9A

-Xd (16)

となる.

(i)eh-慧1-0の-スでは,ゐタイプのみが昇進するから・市場は労
働者のタイプを完全に識別できる.このとき, Pr[/i|/-l]-O,Pr[fi i-2l-lが

成立しており,賃金水準は,仮定1より次のように表される.

wf-Amax{d, Pr[h ¥j- ¥]6h+Pr[_」 ¥j- ¥]6e)

-Amaズid, d。)

-Xd

wを-1maxid, Pr¥h ¥j-2¥6h+PrU ¥j-2]6i}

-Amaxid, 6h¥

=Wh

(17)

潤

(ni)e/,-O, et-窓のケースでは, lタイプのみが昇進し・市場は労働者の
タイプを完全に識別できる.このとき, Pr¥h¥i-l]-¥,Pr[h¥j-2¥-0が成立し

ており,賃金水準は,仮定1より次のように表される.

wf-Amax{d, Pr[h ¥j- Wh+Pr[」 ¥j- We}

-Amax{d, Oh}

-wh

wを-Amaxid, Pr[h ¥j-2¥6h+Pri」 ¥i-Z]Oe}

-Amax {d,

-Ad

(19)

伽)

(iv)eォ,-eサ-0のケースでは,どちらも昇進しないため,情報が無く市場は労
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学歴シグナルの精度が昇進制度に与える影響 (181)

働者のタイプを識別できない.このときは, PrLh¥j-l¥-Pr[hi, Pr[Q. j-2]-

PrWが成立し,仮定2より,

wf-Amax{d, Pr¥h ¥ i-i}6h+Prtt ¥j-2]ei.

-スmax {d, Pr[hiOh+PrW6e}

-ld 位1)

醒&SォI

夕A -fi{-h, t>の労働者は,努力したときの期待効用W2-C{(.票))と努力
しないときの期待効用(wd　とを比較して努力水準を決定する.これは,各タ

イプの労働者が表1の戦略形ゲームのナッシュ均衡を求めていることと同義であ

る.

したがって,各タイプの労働者の最適反応は,

旦二亘- if Wh-d)≧Ch

if l{eh-d)<Ch

表1　戦略形ゲーム

ゼ

:/-0

Ad-Ch[号 Cl(慧 Aeh-ch{票 )

Id

ld u

Ad
Ai-cA票 )
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と求められる.

Ga, a式を所与として企業は期待利潤を最大にするように昇進基準9を決定す

る.このとき,第1期首におけるL型の昇進制度を用いる企業の期待利潤E#

は次式で表される.

EnL -

Pr[h¥抄一入d+{¥-A)eh)

+2mJKi一入)d if A(Oh-d)≧Ch

2(1-A)d

ここで,A(Oh-cD≧Ch
・=

if A(.eh-cO<Ch

(票)糾
)-d'

の範囲ではE#はタの増加関数であることが分

かる.したがって,最適昇進水準がは次式を満たす水準で決定される一

拍k-*-a(^:

PrW-l-Prlhiに注意しつつ,以上の均衡経路上における最適行動を代入す

ることにより,昇進制度の選択時点(初期時点)における事前の期待利潤が次の

ように求まる.

E#㊦*) -Pr[/j] {y*-d+ (l一入)(OA-d)} +2(l一入)d 脚

3.3　昇進制度の選択

どちらの昇進制度を用いることが企業にとって有利になるかは(14)式と但6)式を比

較することで分かる.すなわち,次の2式の大小関係によって,企業にとって望

ましい昇進制度が変わってくる.

Eが(n -l--Lpr[tt iOh-OeKOh-d) +2(l -A)d
e

E#抄*) -Prih¥ ¥yネーd+(l一入)<A-d)} +2(l一入)d
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学歴シグナルの精度が昇進制度に与える影響

ここで,シグナルの分散が, Eく
(0*-6W (ft,-d) a -A)

タネーd+(Oh-d)a-A)

れ　ば,Eが(s*) >　E^iyつ　と　な　る.さ　ら　に,

(Oh-od ieh-rfXi一入)

」-'

(183)

を満たすほど小さけ
∂ (Et^ -E^

∂E

であるから,次の命題1が成立する.

命題1　シグナルの分散が小さいEgではEarly Selection型の昇進制度が有利に

なり,逆にシグナルの分散が大きい国ではLate Selection型の昇進制度が有

利になる.また, (1)技能の特殊性が大きいほど,あるいは, (2)生産性格差が大

きいほど,シグナルの精度が昇進制度の選択に与える影響は大きくなる.

命題1の前半部は仮定より自明であるが,シグナルの分散が大きい国ほど,早

い段階で選抜しても人材配置の効率が相対的に低くなるため, Late Selection

型の昇進制度を用いて労働者の努力を持続させる方が有利になるということであ

る.また逆に,シグナルの分散が小さい国ほど早い選抜を行っても適材適所が実

現しやすく, Early Selection型の昇進制度を用いることが有利になる.

命題1の後半部が成立するのは次のような論理による.すなわち, (1)技能が企

業特殊的であるときには,外部賃金が低下することで,企業が支払うべき賃金も

低下する.このとき,企業の得るレント(生産物一賃金)は拡大することになるが,

これは有能な者を正しく上位の職に就けたときに一番大きくなる.また, (2)生産

性格差(Oh-Ol)が大きいときほど,人材配置のミスマッチによる損失が大きくな

る.このため, (1)や(2)のケースでは,的確な人材配置を行うことが企業利潤に及

ぼす影響が大きくなり,その際のシグナルの精度が重要になってくるということ

である.

これはまた,技能が企業特殊的であったり,生産性格差が大きい場合には,シ

グナルの精度に関する差が小さくとも,異なる昇進制度が選択されうることを示

唆している.さらに, Late Selectionが広く行われている経済において,技能

のうち企業特殊な部分が少なくなってきているような場合には,教育改革などに

よりシグナルの精度をあげても,その効果が昇進制度に与える効果は小さくなる

ため, EarlySelectionは普及しにくいという解釈もできる.
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ここで,前述のように,日本ではLate Selection型の昇進制度が,また米国

ではEarly Selection型の昇進制度が一般的であると考えられるが,命題1に従

えば,その違いは学歴などのシグナルの正確さの違いによるものと考えられる.

この点について,例えば喜多村(1992)によれば,概して米国の大学において

は,一定の成績を維持しなければドロップアウトさせられることもあり,日本と

は比べ物にならないほど,学生にとって個々の授業の負担が大きい(米国におい

て,学士入学したものが4年間で卒業できる割合は平均で5割程度である).こ

のことは,米国では,学位の授与の過程で学生の能力に対する厳しい査定が行わ

れていることを示唆しており,その結果大卒というシグナルの分散は日本より小

さくなっていることが予想される4).

また,こうした大学の教育効果の相違を反映して,昇進の意思決定時に,各国

企業が学歴というシグナルをどの程度重視するかという度合いも異なっている.

例えば, Ishida et al. (1997)は,大学のランクや質が,日米の企業においてシ

グナルとして用いられているかどうかを調べている.それによれば,米国におい

ては昇進の際に大学の質がシグナルとして重要な影響を与えているのに対し,日

本の大企業においては採用時にはそれが重要になるが,昇進の意思決定時にはシ

グナルとしての影響は有意でなくなる.これは,昇進が早く入社初期のシグナル

が重要になる米国企業が,学歴などのシグナルを積極的に利用しようとしている

のに対し,日本企業はシグナルよりもむしろ入社後の働きぶりを重視しようとし

ている現れであると解釈できる.すなわち,昇進の意思決定に当たって,米国企

業の方が学歴というシグナルをより信頼していると考えられる.このことは,小

池・渡辺(1979)からも確認できる.

他にも,米国では初任給が大学での学業成績によって異なることが多いことや,

学歴が高いほど昇進が早く,またCEOの有名大における修士号以上の学位保持

率が高い(竹内, 2000)ことなどは,質の高い大学の出身者はど生産性が高いと

いう企業の期待を反映した結果であると解釈できる.さらに,学歴間の賃金格差

は米国の方が日本より大きい(小池, 1999)という点も,米国における学歴のシ

グナルとしての信頼の高さを示す間接的な根拠となるかもしれない.
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学歴シグナルの精度が昇進制度に与える影響 (185)

ここまでは,どのような環境の下で,特定の昇進制度が選択されやすくなるか

を議論してきたが,次節では,選択された昇進制度の下において,どのような性

質が現れてくるかを議論していく.

4　各昇進制度の性質

ここでは,各昇進制度がどのような性質を持っているかを考察する.

4.1昇進基準

均衡におけるEarly Selection型の昇進基準は, (13)式菖*-8e+吉で表されるか

ら,次のようなことが言える.

命題2　Early Selection型の昇進制度の下では, (1)シグナルの分散が大きいほ

ど,また, (2)能力の低い労働者の生産性が高いほど,昇進基準が高くなる.

Early Selection型の昇進制度の下では,企業は人材配置の効率を重視するた

め,本当に有能な労働者のみを上位の職に就けようとする.このとき, (1)シグナ

ルの分散が大きいほど,あるいは, (2)能力によるシグナルの差異が小さくなるほ

ど,労働者の能力を識別することが難しくなる.このため企業は,能力の低い労

働者が上位の職に入ってこないように,昇進基準を高くする必要があるのである.

一方,均衡におけるLate Selection型の昇進基準は, C5)式より,

藍二旦,0,普β1

つ.

β (J9h-d)

C'h ・o・票-く0を満たすから,次のような性質を持

命題3　Late Selection型の昇進制度の下では, (1)努力の限界効果が大きいほ

ど, (2)技能の特殊性が低いほど,また, (3)努力の限界費用が低いほど,昇進基

準が高くなる.

Late Selection型の昇進制度の下では,企業は労働者の努力水準の上昇を重
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視するため, (1)努力の効果が大きいときには昇進競争を厳しくすることでさらに

努力を引き出そうとする.また, (2)生産にあたって,企業特殊な技能を用いると

きには,外部賃金が低下するため,上位の職と下位の職との問の賃金格差が拡大

する.この賃金格差の拡大によって,企業は昇進基準を下げても,労働者に対す

る動機付けが維持できるのである.さらに, (3)努力のコストが高い場合には,そ

の分報いられる確率を高めない限り,労働者の努力のインセンティブを維持でき

ないということが言える.

4.2　ヒエラルキー構造

企業内の管理職比率(下位の職に対する上位の職の割合)は, Hk-

(k-E,L)で表すことができる.すなわち,

HE-

HL-

pr[h]去iQh-od

・ -pr[h¥去(eh-t
Pr ¥h]

¥ -Pr¥ti]

と表される.

ここで, 0<去(oh-6i)-Pr[s≧&*¥h]<iであるから,

HE<HL

が成立することが分かる.

Prij- 2'_

PrU-n

命題4　Late Selection型の昇進制度の下では, Early Selection型の昇進制度

よりも管理職比率が高くなる.

命題4は, Early Selection型の昇進制度の下では,ヒエラルキーはピラミッ

ド型(Malcomson, 1984)になり, Late Selection型の昇進制度の下では将棋
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学歴シグナルの精度が昇進制度に与える影響

の駒型(小池, 1991)になることを示唆していると解釈することができる.

(187)

4.3　経済厚生

経済厚生Wh(k-E, L)は,企業の期待利潤E7f(k-E, L)と労働者の期待効用

Euk(k-E, L)との和で表される.

ここで,各昇進制度の下での労働者の期待効用は,それぞれ,

EuE-2 {Pr[h¥等wh+ {l -Pr[h¥等)Ad)
EuL-pr¥h¥ {Å -Cfc(e/.*)} +PrMAd+Pr[h]AOh+Pr[」]Ad

で表されるから,両制度の下での経済厚生は次のように計算することができる.

WE- 2d +与Pr[ti] (oh -6i) (Oh -d)
e

WL-2d+PrW ¥y*-rf+ (l一入)(&-d)}

このとき,蒜>o(k-E,L),
β1くC′,(*・)ならば,

立する.

∂(WE- wL~)
<M

覧FBSBW'

∂喜
<0が成立し,また,

>0が成立する.したがって,次の命題5が成

命題5　各昇進制度における経済厚生は,有能な労働者の割合が上昇すれば高く

なる.また,他の条件を所与としたとき, (1)シグナルの分散が小さいほどEar-

ly Selection型の昇進制度の方が経済厚生が大きくなりやすく, (2)労働者の努

力水準がある程度大きい場合には,技能の特殊性が高いほどLate Selection

型の昇進制度の方が経済厚生が大きくなりやすい.

このモデルにおいては,賃金は企業から労働者-の純移転であるから,結局経

済厚生は2期問にわたる労働者の期待生産物と努力コストの差で表されることに
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なる.このとき, (1)シグナルの分散が小さいほど,人材配置の効率が高まりEar-

ly Selectionの下でのアウトプットが増加する.また, (2)技能の特殊性が高いほ

ど, Late Selectionの下での労働者の努力水準が低下し,そのコストも小さく

なる.このとき,もともとの努力水準が大きければ,努力費用の減少分C′hは努

力水準の低下によるアウトプットの減少分β1を上回るため, LateSelectionの

下での経済厚生が改善する.

米国ではシグナルの分散が小さく,生産に用いられる技能が一般的であるとす

れば,命題5から,米国ではEarly Selectionを用いた方が経済厚生の観点から

望ましいということが言える.逆に,日本ではシグナルの分散が大きく,技能が

企業特殊的であるとすれば, LateSelectionを用いた方が望ましいということ

になる.このことは,各国において望ましい昇進制度が選択されていることを示

唆している.

5　結論

本稿では,シグナルの精度が昇進速度に与える影響を分析しうるモデルを提示

した.それは, Lazear and Rosen (1981)やMalcomson (1984)らの昇進によ

る動機付けに関する分析と, Waldman (1984)に始まる職務割り当てのシグナ

ルとしての機能に関する分析の両面を含んだものとなっている.

このモデルから,シグナルの分散が小さい国ではEarly Selection型の昇進制

度が用いられ,逆にシグナルの分散が大きい国ではLate Selection型の昇進制

度が用いられるという結果が得られた.すなわち,労働者の能力を反映すると考

えられる学歴などのシグナルの精度が高ければ,適材適所が実現しやすくなるた

め,早い選抜を行って人材配置の効率を高めた方がよく,シグナルの信頼性が低

いときには,労働者の努力インセンティブを長期間維持することの方がより重要

になるということである.

ここで,前者は米国の昇進制度を,後者は日本の昇進制度を表していると解釈

できる.また,モデルから, Early Selection型の昇進制度を用いている国では,

組織がピラミッド型になり, LateSelection型の昇進制度を用いている国では
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将棋の駒型になるということも言える.さらに,生産に用いられる技能が企業特

殊的であるほど,遅い選抜方式をとった方が経済厚生の観点からは望ましくなり

やすいという結果も得られる.こうした結果に関しては,日本では選抜が遅く,

将棋の駒型の組織で,企業特殊技能が重視されているという小池(1999)の主張

と整合的である.

しかし, Ishidaetal. (1997)のような研究も存在するものの,学歴と選抜方

式の違いに関する実証論文は意外に少なく,またデータの制約もあるため,命題

1が十分な根拠を持って実証的に支持されるかは,後の課題として残されている.

1)この定式の仕方は, Manove (1997)の言うresponsible jobの概念に類似して

いるが,彼の定義によれば, responsible jobとは, (a)労働者の努力が直接には観

察できず, (b)その職の業績が労働者の努力に大きく依存し, (c)業績に応じた契約

が拘束力を持たないものである.

2)　この昇進ルールはLazear and Rosen (1981)などのトーナメント・モデルで用

いられる相対評価的なルールとは異なり,絶対評価的な側面を持っている.しかし,

労働者全体の上位何割かを昇進させるルールであるという解釈をすれば,相対評価

的な側面も持っている.

3) 9h-e>台のときにはPr[fi¥j-ll-Oとなり, s>et+百のときにはPr[h¥j-2]-l

となるが,これらのケ-スは均衡経路外の行動であることが証明できる.

4)広石他(1998)によると,学生の視点からは,米国の学生の方が日本の学生より

も, 「一流」大学に入ることが就職に有利になると考える割合が多く,また,学校

教育が将来役に立っと考える割合も高いという結果が得られている.すなわち,彼

らによれば,米国はE]本以上に「学校歴社会」であり,実学重視の教育が行われて

いるという.
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